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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　筐体形状の調理器本体と、該調理器本体の内部に形成されて被調理物を加熱調理するた
めに前面に開放する庫内と、該庫内の開放端を開閉する扉と、前記庫内の底面中央付近で
回転するターンテーブルと、前記庫内の前記底面よりも外側の前記調理器本体の内部に配
置されて前記ターンテーブルを回転させるターンテーブル駆動部と、を備え、前記扉は前
記開放端を閉成しているときに該開放端と対向する裏面との相対位置が平行に変化するよ
うにスライドレールを介して前記調理器本体に対してスライド変位可能に支持され、前記
ターンテーブルは前記扉に一端が保持されたテーブル保持フレームに載置保持され、
　前記テーブル保持フレームは、前部が前記扉の下方寄りの裏面と着脱可能に係合し、後
部に前記底面上を転動するローラを備え、
　前記テーブル保持フレームは、前記ターンテーブルの上方に被調理物載置用下段バット
のバット保持部を備え、
　前記テーブル保持フレームの上方に配置され、前部が前記扉の高さ方向中途部に設けた
フックと着脱可能に係合し、後部が前記被調理物載置用下段バットに載置され、前記被調
理物載置用下段バットの上方に被調理物載置用上段バットを載置する載置部を有するバッ
ト保持フレームを備えている
ことを特徴とする調理器。
【請求項２】
　前記バット保持フレームは、その後端側を開放し前記被調理物載置用上段バットの前記
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庫内の奥側へのスライドを許容する開放部を備え、前記庫内には前記扉が閉成状態から開
放状態へとスライド変位させた際に前記バット保持フレームに載置された前記被調理物載
置用上段バットの途中までの引き出しを許容しかつそれ以上の引き出しを抑制するストッ
パ部を備えていることを特徴とする請求項１に記載の調理器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ガスや電磁波を利用して被調理物を加熱調理する調理器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、ガスレンジや電子レンジ或いはこれらを併用したコンビネーションレンジ等
の調理器にあっては、被調理物を収納して加熱する加熱室といった庫内と外部とは、回動
式の扉によって開閉されるのが周知である。
【０００３】
　この際、扉は、庫内開放端（被調理物の出し入れ口）の下縁付近を回動支点とする上下
回動タイプと、庫内開放端の側縁付近を回動支点とする左右回動タイプと（例えば、特許
文献１参照）、が知られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開平０７－１８５７３４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　しかしながら、上述した調理器にあっては、扉を上下若しくは左右で回動させるため、
加熱途中で庫内の被調理物の加熱状況を扉開放状態で確認する際、扉が邪魔となって視認
性を損なうといった問題が生じていた。
【０００６】
　そこで、本発明は、扉を前後方向にスライド変位させることができ、庫内の被調理物の
視認性を向上することができる調理器を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　上記課題を解決するため、本発明の調理器は、筐体形状の調理器本体と、該調理器本体
の内部に形成されて被調理物を加熱調理するために前面に開放する庫内と、該庫内の開放
端を開閉する扉と、前記庫内の底面中央付近で回転するターンテーブルと、前記庫内の前
記底面よりも外側の前記調理器本体の内部に配置されて前記ターンテーブルを回転させる
ターンテーブル駆動部と、を備え、前記扉は前記開放端を閉成しているときに該開放端と
対向する裏面との相対位置が平行に変化するようにスライドレールを介して前記調理器本
体に対してスライド変位可能に支持され、前記ターンテーブルは前記扉に一端が保持され
たテーブル保持フレームに載置保持され、
　前記テーブル保持フレームは、前部が前記扉の下方寄りの裏面と着脱可能に係合し、後
部に前記底面上を転動するローラを備え、
　前記テーブル保持フレームは、前記ターンテーブルの上方に被調理物載置用下段バット
のバット保持部を備え、
　前記テーブル保持フレームの上方に配置され、前部が前記扉の高さ方向中途部に設けた
フックと着脱可能に係合し、後部が前記被調理物載置用下段バットに載置され、前記被調
理物載置用下段バットの上方に被調理物載置用上段バットを載置する載置部を有するバッ
ト保持フレームを備えている
ことを特徴とする。
【０００８】



(3) JP 5819707 B2 2015.11.24

10

20

30

40

50

　本発明の調理器によれば、扉を前後方向にスライド変位させることができ、庫内の被調
理物の視認性を向上することができるばかりでなく、扉のスライド開閉に連動してターン
テーブルを出し入れすることができ、被調理物の調理状態の確認並びに出し入れを容易に
行なうことができる。
【０００９】
　前記テーブル保持フレームは、その先端に前記扉の下方寄りの裏面と着脱可能に係合す
るフック部と、その後端には前記底面上を転動しかつ前記扉を最大開放状態としたときに
前記開放端よりも前記庫内の内部側に位置するローラ部と、を備えていることを特徴とす
る。
【００１０】
　本発明の調理器によれば、扉の開閉時にターンテーブルを安定して保持することができ
る。
【００１１】
　前記テーブル保持フレームは、前記ターンテーブルとは別の被調理物載置用バットのバ
ット保持部を備えていることを特徴とする。
【００１２】
　本発明の調理器によれば、被調理物を回転させないで調理する際に被調理物を載置する
ための被調理物載置用バットをターンテーブルとは独立して保持することができる。
【００１３】
　その先端が前記扉の高さ方向中途部寄りの裏面と着脱可能に係合するフック部と、その
後端が前記被調理物載置用バットの上面又は前記テーブル保持フレームと係合する係合部
と、前記被調理物載置用バットとは別の前記被調理物載置用バットを載置する載置部と、
を有するバット保持フレームを備えていることを特徴とする。
【００１４】
　本発明の調理器によれば、ターンテーブル又は被調理物載置用バットの上方に離間して
他の被調理物載置用バットを段積みすることができる。
【００１５】
　前記バット保持フレームの後端に設けられて前記被調理物載置用バットの前記庫内の奥
側へのスライドを許容する開放部と、前記庫内には前記扉が閉成状態から開放状態へとス
ライド変位させた際に前記バット保持フレームに載置された前記被調理物載置用バットの
途中までの引き出しを許容しかつそれ以上の引き出しを抑制するストッパ部と、を備えて
いることを特徴とする。
【００１６】
　本発明の調理器によれば、扉を開放した際にバット保持フレームに載置された上段の被
調理物載置用バットの引き出しを中途部までとすることができ、下段のターンテーブル若
しくは被調理物載置用バットの被調理物の調理状態の確認並びに出し入れを容易に行なう
ことができる。
【発明の効果】
【００１７】
　本発明の調理器は、扉を前後方向にスライド変位させることができ、庫内の被調理物の
視認性を向上することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１８】
【図１】本発明の一実施形態に係る調理器を示し、扉開放２段バット載置状態の調理器の
斜視図である。
【図２】本発明の一実施形態に係る調理器を示し、扉開放ターンテーブル載置状態の調理
器の斜視図である。
【図３】本発明の一実施形態に係る調理器を示し、扉開放バット載置状態の調理器の側面
図である。
【図４】本発明の一実施形態に係る調理器を示し、扉開放バット載置状態の調理器の説明
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図である。
【図５】本発明の一実施形態に係る調理器を示し、扉開放上段バット途中停止状態の調理
器の側面図である。
【図６】本発明の一実施形態に係る調理器の正面図である。
【図７】本発明の一実施形態に係る調理器を示し、調理器の底面方向の斜視図である。
【図８】本発明の一実施形態に係る調理器を示し、（Ａ）は扉引き込み前の要部の斜視図
、（Ｂ）は扉引き込み開始直前の要部の斜視図、（Ｃ）は扉引き込み開始直後の要部の斜
視図、（Ｄ）は扉引き込み状態の要部の斜視図である。
【図９】本発明の一実施形態に係る調理器を示し、ターンテーブルとターンテーブル駆動
部との係合状態の要部の断面図である。
【図１０】本発明の一実施形態に係る調理器を示し、ターンテーブルとターンテーブル駆
動部とが離間状態の要部の断面図である。
【図１１】本発明の一実施形態に係る調理器を示し、スライドロック状態の要部の正面図
である。
【図１２】本発明の一実施形態に係る調理器を示し、スライドロック状態の要部の説明図
である。
【図１３】本発明の一実施形態に係る調理器を示し、スライドロック状態の要部の拡大図
である。
【図１４】本発明の一実施形態に係る調理器を示し、スライドアンロック状態の要部の正
面図である。
【図１５】本発明の一実施形態に係る調理器を示し、スライドアンロック状態の要部の説
明図である。
【図１６】本発明の一実施形態に係る調理器を示し、スライドアンロック状態の要部の拡
大図である。
【図１７】本発明の一実施形態に係る調理器を示し、扉にテーブル保持フレームを装着し
た状態の説明図である。
【図１８】本発明の一実施形態に係る調理器を示し、扉にターンテーブルを保持した状態
の説明図である。
【図１９】本発明の一実施形態に係る調理器を示し、扉にターンテーブルを保持した状態
の扉底面側の説明図である。
【図２０】本発明の一実施形態に係る調理器を示し、扉に下段バットを保持した状態の説
明図である。
【図２１】本発明の一実施形態に係る調理器を示し、扉にバット保持フレームを装着した
状態の説明図である。
【図２２】本発明の一実施形態に係る調理器を示し、扉に上下２段のバットを保持した状
態の説明図である。
【図２３】本発明の一実施形態に係る調理器を示し、扉に上下２段のバットを保持した状
態の扉底面側の説明図である。
【図２４】本発明の一実施形態に係る調理器を示し、上段バットにトングを係合させた状
態の説明図である。
【図２５】本発明の一実施形態に係る調理器を示し、上段バットをトングで浮かせた状態
の説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００１９】
　次に、本発明の一実施形態に係る調理器について、図面を参照して説明する。尚、以下
に示す実施例は本発明の調理器における好適な具体例であり、技術的に好ましい種々の限
定を付している場合もあるが、本発明の技術範囲は、特に本発明を限定する記載がない限
り、これらの態様に限定されるものではない。また、以下に示す実施形態における構成要
素は適宜、既存の構成要素等との置き換えが可能であり、かつ、他の既存の構成要素との
組合せを含む様々なバリエーションが可能である。したがって、以下に示す実施形態の記
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載をもって、特許請求の範囲に記載された発明の内容を限定するものではない。
【００２０】
　図１は本発明の一実施形態に係る調理器を示し、扉開放２段バット載置状態の調理器の
斜視図、図２は本発明の一実施形態に係る調理器を示し、扉開放ターンテーブル載置状態
の調理器の斜視図、図３は本発明の一実施形態に係る調理器を示し、扉開放バット載置状
態の調理器の側面図、図４は本発明の一実施形態に係る調理器を示し、扉開放バット載置
状態の調理器の説明図、図５は本発明の一実施形態に係る調理器を示し、扉開放上段バッ
ト途中停止状態の調理器の側面図、図６は本発明の一実施形態に係る調理器の正面図、図
７は本発明の一実施形態に係る調理器を示し、調理器の底面方向の斜視図、図８は本発明
の一実施形態に係る調理器を示し、図８（Ａ）は扉引き込み前の要部の斜視図、図８（Ｂ
）は扉引き込み開始直前の要部の斜視図、図８（Ｃ）は扉引き込み開始直後の要部の斜視
図、図８（Ｄ）は扉引き込み状態の要部の斜視図、図９は本発明の一実施形態に係る調理
器を示し、ターンテーブルとターンテーブル駆動部との係合状態の要部の断面図、図１０
は本発明の一実施形態に係る調理器を示し、ターンテーブルとターンテーブル駆動部とが
離間状態の要部の断面図、図１１は本発明の一実施形態に係る調理器を示し、スライドロ
ック状態の要部の正面図、図１２は本発明の一実施形態に係る調理器を示し、スライドロ
ック状態の要部の説明図、図１３は本発明の一実施形態に係る調理器を示し、スライドロ
ック状態の要部の拡大図、図１４は本発明の一実施形態に係る調理器を示し、スライドア
ンロック状態の要部の正面図、図１５は本発明の一実施形態に係る調理器を示し、スライ
ドアンロック状態の要部の説明図、図１６は本発明の一実施形態に係る調理器を示し、ス
ライドアンロック状態の要部の拡大図、図１７は本発明の一実施形態に係る調理器を示し
、扉にテーブル保持フレームを装着した状態の説明図、図１８は本発明の一実施形態に係
る調理器を示し、扉にターンテーブルを保持した状態の説明図、図１９は本発明の一実施
形態に係る調理器を示し、扉にターンテーブルを保持した状態の扉底面側の説明図、図２
０は本発明の一実施形態に係る調理器を示し、扉に下段バットを保持した状態の説明図、
図２１は本発明の一実施形態に係る調理器を示し、扉にバット保持フレームを装着した状
態の説明図、図２２は本発明の一実施形態に係る調理器を示し、扉に上下２段のバットを
保持した状態の説明図、図２３は本発明の一実施形態に係る調理器を示し、扉に上下２段
のバットを保持した状態の扉底面側の説明図、図２４は本発明の一実施形態に係る調理器
を示し、上段バットにトングを係合させた状態の説明図、図２５は本発明の一実施形態に
係る調理器を示し、上段バットをトングで浮かせた状態の説明図である。
【００２１】
　図１乃至図５において、本発明の調理器１１は、被調理物をバーナの燃焼熱気によって
加熱調理するオーブン調理と、被調理物をマグネトロンから照射されたマイクロ波によっ
て加熱調理する電子レンジ調理と、を可能とした所謂コンビネーションレンジである。な
お、図中、１２は排気穴、１３は燃焼ガスの供給管（図３，図５では接続部分のみ開示）
である。
【００２２】
　また、バーナ本体（図示せず）を備えた調理器本体１４は、外壁１５と、前面に配置さ
れた操作部１６と、庫内１７を構成する内壁１８と、庫内１７の前面開口（開放端）１７
ａを開閉する扉１９と、を備えている。
【００２３】
　扉１９は、前面に開閉操作用の取手２０が設けられている。この取手２０の中央裏面付
近には、扉１９の閉成状態から開放状態とする際の解除スイッチ２１が設けられている。
また、扉１９の裏面には、図６に示すように、庫内１７の前面開口１７ａの外側で内壁１
８の前面縁部１８ａと当接するパッキン２２が設けられている。さらに、本実施の形態に
おける扉１９は、その裏面側の下方寄り両側縁部付近と中央寄り下縁部付近の２箇所の計
４箇所でガイドレール２３，２４によって支持されている。
【００２４】
　扉１９の裏面側下方寄り両側縁部に配置された一対のサイドスライドレール２３は、三
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段の伸縮可能な外中内レール２６Ａ，２６Ｂ，２６Ｃを備えている（図１１，図１４に詳
細図示）。最も外側（調理器本体１４の内側）に位置して断面の大きい略コ字形状の外レ
ール２６Ａは、一端から中レール２６Ｂと内レール２６Ｃとが出没可能となるように他端
側が前面縁部１８ａから抜け止め状態で内壁１８の外面又は外壁１５の内面にスライド変
位可能に支持されている。また、中レール２６Ｂは外レール２６Ａとの間にボール２７が
介在され、このボール２７によって外レール２６Ａの一端から出没可能となるように長手
方向にスライド変位可能とされている。同様に、内レール２６Ｃは、中レール２６Ｂとの
間にボール２７が介在され、このボール２７によって中レール２６Ｂの一端から出没可能
となるように長手方向にスライド変位可能とされている。さらに、外レール２６Ａは中レ
ール２６Ｂを、中レール２６Ｂは内レール２６Ｃを、それぞれ抜け止め状態で支持してい
る。また、内レール２６Ｃは、ブラケット２５を介して一端側（先端側）で扉１９の裏面
を支持している。
【００２５】
　扉１９の裏面側下方寄り下縁部に配置された一対のアンダースライドレール２４は、三
段の伸縮可能な外中内レール２９Ａ，２９Ｂ，２９Ｃを備えている（図１１，図１３，図
１４，図１６に詳細図示）。最も外側（調理器本体１４の内側）に位置して断面の大きい
略コ字形状の外レール２９Ａは、一端から中レール２９Ｂと内レール２９Ｃとが出没可能
となるように他端側が前面縁部１８ａから抜け止め状態で内壁１８の外面又は外壁１５の
内面にスライド変位可能に支持されている。また、中レール２９Ｂは外レール２９Ａとの
間にボール３０が介在され、このボール３０によって外レール２９Ａの一端から出没可能
となるように長手方向にスライド変位可能とされている。同様に、内レール２９Ｃは、中
レール２９Ｂとの間にボール３０が介在され、このボール３０によって中レール２９Ｂの
一端から出没可能となるように長手方向にスライド変位可能とされている。さらに、外レ
ール２９Ａは中レール２９Ｂを、中レール２９Ｂは内レール２９Ｃを、それぞれ抜け止め
状態で支持している。また、内レール２９Ｃは、ブラケット２８を介して一端側（先端側
）で扉１９の裏面を支持している。
【００２６】
　一方、内レール２９Ｃの他端側には平板状の引込プレート（プレート部材）３１が固定
されている。この引込プレート３１は、図７に示すように、内レール２９Ｃの他端側に略
水平状態で固定されて、内レール２９Ｃのスライド変位に連動して変位する。また、引込
プレート３１の一端（先端）は扉１９が閉成状態にあるときの扉１９の開放を阻止する際
に利用される（詳細は後述）。さらに、引込プレート３１の他端（後端）は、中途部から
端部に向かう程に先細りとなるように内側端縁が傾斜され、その中途部の内側端縁には外
向きに拡開する略凹形状のガイド溝３１ａが形成されている。
【００２７】
　また、調理器本体１４の奥側には、両端にバネ付勢された引込ローラ（ローラ体）３２
を保持したローラ保持プレート３３が配置されている。これにより、扉１９を開放状態か
らスライド変位させて閉成しようと押入れ操作すると、図８（Ａ），（Ｂ）に示すように
、その閉成完了直前で引込ローラ３２が引込プレート３１の他端側の内側端縁に弾性接触
し、図８（Ｃ）に示すように、更なる扉１９の押入れ操作によってガイド溝３１ａに引込
ローラ３２が位置したときに、そのガイド作用と弾性力とによって、図８（Ｄ）に示すよ
うに、引込ローラ３２がガイド溝３１ａの底縁にガイドされ、扉１９の全体を引き込むこ
とができる。なお、図７において、符号３４はアンダースライドレール２４の下面を支持
する支持プレートである。
【００２８】
　一方、内壁１８の底面（底板）の略中央には、下方に向けて凹陥された凹陥部１８ｂが
形成されており、この凹陥部１８ｂには回転かつ昇降可能な円盤状の駆動テーブル３５が
配置されており、凹陥部１８ｂの下方空間には駆動テーブル３５を回転及び昇降させるタ
ーンテーブル駆動部４０が配置されている。
【００２９】
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　ターンテーブル駆動部４０は、駆動テーブル３５を回転させる回転装置部と、駆動テー
ブル３５を昇降させる昇降装置部と、を備えている。尚、回転装置部に関しては、駆動テ
ーブル３５が上昇している状態のときに所定方向等に駆動テーブル３５を回転させるもの
であり、その動力伝達方式や回転制御方式等は公知の技術を適用することができる。した
がって、以下の説明では、昇降装置部をターンテーブル駆動部４０として説明する。
【００３０】
　ターンテーブル駆動部４０は、図９乃至図１６に示すように、駆動モータ４１と、駆動
モータ４１の回転駆動をベルト４２を介して伝達される昇降カム４３と、昇降カム４３の
回転位置に応じて回動する昇降アーム４４と、昇降カム４３と同軸上に設けられて偏心位
置（位相）がずれた上昇偏心カム４５及び下降偏心カム４６と、上昇偏心カム４５及び下
降偏心カム４６の回転位置によってＯＮ／ＯＦＦされる上昇検出スイッチ４７及び下降検
出スイッチ４８と、昇降アーム４４の先端と係合して回転軸４９と一体に駆動テーブル３
５を昇降させる昇降部５０と、昇降部５０に設けられてその上昇時に引込プレート３１の
一端（先端）と係合するロック爪５１と、ターンテーブル７０を回転させるターンテーブ
ル回転駆動モータ５２と、を備えている。
【００３１】
　このような構成においては、扉１９が前面開口１７ａを閉成すると、図示を略する扉検
出スイッチが作動して駆動モータ４１を駆動させ、駆動テーブル３５を上昇させると同時
にロック爪５１を上昇させる。
【００３２】
　駆動テーブル３５が上昇すると、ターンテーブル７０の丸バット本体７１の底面に設け
られたクラッチ部７２に駆動テーブル３５が係合し、駆動テーブル３５の回転をターンテ
ーブル７０に伝達することができる。
【００３３】
　また、ロック爪５１が上昇すると、引込プレート３１の一端（先端）と係合し、引込プ
レート３１の扉開放方向のスライド変位が阻止される。
【００３４】
　また、駆動モータ４１が駆動すると、上昇偏心カム４５と下降偏心カム４６の回転位置
によって上昇検出スイッチ４７と下降検出スイッチ４８とが逆転状態でＯＮ／ＯＦＦする
。扉１９が前面開口１７ａを閉成すると、駆動テーブル３５とターンテーブル７０との係
合状態及びロック爪５１と引込プレート３１との係合状態を検出することで操作部１６の
操作による調理開始指令に対して調理を開始（例えば、バーナやマグネトロンの作動）さ
せる。
【００３５】
　また、解除スイッチ２１をＯＮすると、調理状態の停止（例えば、バーナやマグネトロ
ンの作動停止）すると共に、駆動モータ４１が駆動してターンテーブル７０から駆動テー
ブル３５が退避（下降）すると同時に、引込プレート３１からロック爪５１が退避（下降
）し、扉１９の引き出し方向のスライド変位を許容して前面開口１７ａが開放される。
【００３６】
　ところで、本実施の形態では、図１７乃至図２５に示すように、ターンテーブル７０は
、テーブル保持フレーム６０によって保持され、扉１９のスライド変位に連動するように
構成されている。これにより、ターンテーブル７０に対する調理物の載置や取り出し、調
理途中での調理具合の確認等を庫内１７を覗き込むことなく行なうことができる。
【００３７】
　このテーブル保持フレーム６０は、その一端が扉１９の裏面下方に設けられた下フック
３６と係合して保持され、その他端には庫内１７の底面（内壁１８の底面）上を転動（走
行）す円柱状ローラ６１が設けられている。また、テーブル保持フレーム６０は、ターン
テーブル７０の丸バット本体７１の底面を浮遊状態で支持（保持）する支持突起６２と、
ターンテーブル７０よりも高い位置で角バット９０の角バット本体９１を支持する支持フ
レーム部６３と、を備えている。
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【００３８】
　これにより、テーブル保持フレーム６０はターンテーブル７０又は角バット９０の両方
を同時に保持することができる。なお、実際の調理時には何れか一方を支持するのが一般
的である。
【００３９】
　また、この角バット９０は、同一のものを上下２段積みすることが可能となっている。
この際、下段の角バット９０には、一端が扉１９の裏面中途部に設けられた上フック３７
と係合するバット保持フレーム８０の他端の脚部８１を支持する。
【００４０】
　バット保持フレーム８０は、上段の角バット９０の裏面側周縁を支持すると共に後端側
を開放しており、例えば、図４に示す状態（実際には被調理物を載置）で扉１９を閉成し
て調理を行ない、図５に示すように、その途中又は調理終了後に扉１９をスライド変位さ
せると、下段側の角バット９０は扉１９の開放位置と同位置にまで引き出し、上段側の角
バット９０は途中までの引き出しとすることができる。
【００４１】
　これにより、被調理物の調理具合の確認や取り出しを行なう際に、上段の角バット９０
が作業の邪魔となり難くすることができる。
【００４２】
　なお、扉１９を閉成した際には、上下各段の角バット９０は、庫内１７の内壁１８の両
側面に形成されたバットガイド１８ｃ，１８ｄによって支持させることができる。これに
より、各保持フレーム６０，８０を用いずに、庫内１７に角バット９０を支持させること
も可能であると共に、扉１９の開閉に連動して押し入れ・引き出しを可能とすることがで
きる。この際、上述した上段に関しては、例えば、バットガイド１８ｄと角バット９０と
の高さ方向の位置をバット保持フレーム８０の高さによって調整することで、摩擦抵抗等
によって途中までの引き出しを可能とする。また、バット保持フレーム８０の後端を開放
しているため、バット保持フレーム８０と角バット本体９１との間で雌雄の異なる係合部
を設けたり、バットガイド１８ｄの先端側を上向き（数ミリ）として摩擦抵抗を高くする
など、その方法は適宜とすることができる。さらに、バット保持フレーム８０の後端の開
放を切り替え可能とし、必要に応じて全部引き出しと途中引き出しとを切り替え可能とす
ることも可能である。
【００４３】
　このように、本発明によれば、複数のバット（７０，９０）を組み合わせて設置するこ
とができ、バリエーションに富んだ調理に貢献することができる。また、図２４，図２５
に示すように、所謂トング３８を用いた各バット７０，９０の出し入れも可能である。
【００４４】
　このように、本発明の調理器にあっては、庫内１７の側面よりも外側の扉１９の両側縁
に一端が保持されかつ他端が調理器本体１４の内部に支持された一対のサイドスライドレ
ール２３と、庫内１７の底面よりも外側の扉１９の下縁に一端が保持されかつ他端が調理
器本体１４の内部に支持されたアンダースライドレール２４と、を備え、サイドスライド
レール２３とアンダースライドレール２４とで扉１９をスライド変位することで前面開口
１７ａを開閉することにより、庫内１７の調理物の調理状態を容易に確認することができ
る。
【００４５】
　この際、サイドスライドレール２３とアンダースライドレール２４とは、前面開口１７
ａよりも外側を取り巻き状態でシールするように扉１９の裏面に設けられたパッキン２２
よりも外方に配置されているため、庫内１７から電磁波の漏れを抑制することができる。
【００４６】
　また、アンダースライドレール２４は、ターンテーブル駆動部４０を避けるように均等
間隔で挟む位置に設けられているため、扉１９からの荷重を均等に分散することができ、
しかも扉１９の開閉を容易に行なうことができる。
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【００４７】
　また、ターンテーブル駆動部４０は、扉１９が前面開口１７ａを開放している際にはタ
ーンテーブル７０から退避して非回転状態にあり、扉１９が前面開口１７ａを閉成してい
る際にはターンテーブル７０と係合して回転状態にあるため、扉１９が前面開口１７ａを
開放している際にはターンテーブル駆動部４０がターンテーブル７０から退避して非回転
状態にあることから、ターンテーブル７０の引き出し等を許容することができる。
【００４８】
　この際、ターンテーブル駆動部４０は、扉１９が閉成している際には扉１９の開放をロ
ックしているため、扉１９を閉成してターンテーブル駆動部４０がターンテーブル７０を
駆動させる状態にあるときに、不測に扉１９を開放させることを抑制することができる。
【００４９】
　さらに、扉１９は、前面開口１７ａを閉成しているときにターンテーブル７０からター
ンテーブル駆動部４０を退避させると同時に扉１９の開放ロック状態を解除する解除スイ
ッチ２１を備えていることにより、扉１９を開放させる際には、ロックを解除させない限
り不測に開放してしまうことを抑制することができる。
【００５０】
　また、扉１９は前面開口１７ａを閉成しているときに前面開口１７ａと対向する裏面と
の相対位置が平行に変化するように調理器本体１４に対してスライド変位可能に支持され
、ターンテーブル７０は扉１９の開閉に伴うスライド変位に連動して変位するように扉１
９に支持されているため、扉１９をスライドさせて前面開口１７ａを開閉させる際にター
ンテーブル７０とターンテーブル駆動部４０との係合状態を連動させることができ、ター
ンテーブル７０とターンテーブル駆動部４０とが係合状態となったまま扉１９をスライド
させることを抑制することができる。
【００５１】
　また、そのスライドロックをターンテーブル駆動部４０の昇降に連動させてアンダース
ライドレール２４のスライドを機械的にロック爪５１でロックさせることにより、安価か
つ簡素な構成で不測に扉１９がスライド変位してしまうことを抑制することができる。
【符号の説明】
【００５２】
　１１…調理器
　１２…排気穴
　１３…ホース
　１４…調理器本体
　１５…外壁
　１６…操作部
　１７…庫内
　　　１７ａ…前面開口（開放端）
　１８…内壁
　　　１８ａ…前面縁部
　　　１８ｂ…凹陥部
　　　１８ｃ…バットガイド
　　　１８ｄ…バットガイド
　　１９…扉
　２０…ノブ
　２１…解除スイッチ
　２２…パッキン
　２３…サイドスライドレール
　２４…アンダースライドレール
　２５…ブラケット
　２６Ａ…外レール
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　２６Ｂ…中レール
　２６Ｃ…内レール
　２７…ボール
　２８…ブラケット
　２９Ａ…外レール
　２９Ｂ…中レール
　２９Ｃ…内レール
　３０…ボール
　３１…引込プレート（プレート部材）
　　　３１ａ…ガイド溝
　３２…引込ローラ（ローラ体）
　３３…ローラ保持プレート
　３４…支持プレート
　３５…駆動テーブル
　３６…下フック
　３７…上フック
　３８…トング
　４０…ターンテーブル駆動部
　４１…駆動モータ
　４２…ベルト
　４３…昇降カム
　４４…昇降アーム
　４５…上昇偏心カム
　４６…下降偏心カム
　４７…上昇検出スイッチ
　４８…下降検出スイッチ
　４９…回転軸
　５０…昇降部
　５１…ロック爪
　５２…ターンテーブル回転駆動モータ
　６０…テーブル保持フレーム
　６１…円柱状ローラ
　６２…支持突起
　６３…支持フレーム
　７０…ターンテーブル
　７１…丸バット
　７２…クラッチ部
　８０…バット保持フレーム
　８１…脚部
　９０…角バット
　９１…角バット本体
　９２…網皿
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